
Ⅰ．我が国経済

１．四半期別ＧＤＰ速報

   　　　　（実質値、季節調整済前期比、 (  )内は寄与度、％）

2021年 2022年 2020年度 2021年度 2021年

（令和３年） （令和４年）（令和２年度）（令和３年度） 10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 （寄与度）

1.1 ▲ 0.5 1.2 ▲ 0.3 0.0 －

4.5 ▲ 1.8 4.7 ▲ 1.1 0.1 －

0.8 0.5 1.7 1.5 0.4 －

(1.1) (1.6) (▲ 3.5) (1.8) (1.1) (0.0) (1.0) (0.3) ▲ 0.3 (▲ 0.3)

(0.5) (1.7) (▲ 4.3) (1.4) (1.5) (0.1) (0.9) (0.3) ▲ 0.6 (▲ 0.4)

民 間 最 終 消 費 支 出 0.4 2.1 ▲ 5.1 1.5 3.0 ▲ 0.9 1.6 0.0 0.3 (0.2)

民 間 住 宅 ▲ 1.1 ▲ 4.6 ▲ 7.6 ▲ 1.1 ▲ 1.3 ▲ 1.7 ▲ 1.9 ▲ 0.4 ▲ 0.0 (▲ 0.0)

民 間 企 業 設 備 0.8 1.8 ▲ 5.7 2.1 0.6 ▲ 0.3 2.1 1.5 ▲ 0.5 (▲ 0.1)

民 間 在 庫 変 動 (0.2) (0.5) (▲ 0.3) (0.4) (▲ 0.1) (0.7) (▲ 0.3) (0.1) － (▲ 0.5)

(0.6) (▲ 0.1) (0.8) (0.4) (▲ 0.4) (▲ 0.1) (0.2) (0.0) 0.3 (0.1)

政 府 最 終 消 費 支 出 3.5 1.5 2.7 3.4 ▲ 1.0 0.5 0.8 0.1 0.3 (0.1)

公 的 固 定 資 本 形 成 ▲ 1.9 ▲ 7.0 4.9 ▲ 6.4 ▲ 3.2 ▲ 3.2 0.6 0.7 ▲ 0.3 (▲ 0.0)

(1.0) (▲ 0.6) (▲ 0.6) (0.8) (0.0) (▲ 0.5) (0.1) (▲ 0.6) － (0.4)

財貨・サービスの輸出 11.7 4.9 ▲ 10.0 12.3 0.4 1.1 1.5 2.5 1.5 (0.3)

財貨・サービスの輸入 5.0 7.9 ▲ 6.3 7.0 0.3 3.8 0.9 5.5 ▲ 0.4 (0.1)

1.9 0.6 ▲ 3.8 2.2 1.2 ▲ 1.2 1.4 ▲ 0.3 0.5 －

2.0 0.2 ▲ 3.4 2.2 0.7 ▲ 0.4 0.6 ▲ 0.6 1.0 －

1.1 ▲ 1.5 ▲ 1.8 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.3 －

      2022年10－12月期（２次速報）の実質国内総生産は、前期比0.0％増（年率0.1％増）となった。

2.1 1.0 ▲ 4.1 （前期比年率）

実質国内総支出(ＧＤＰ)

（前年同期比）

2.6 

2022年

実質国民総所得(ＧＮＩ)

財貨・サービスの純輸出

実 質 雇 用 者 報 酬

国 内 需 要

民 間 需 要

公 的 需 要

最 終 需 要



   　　　　（名目値、季節調整済前期比、 (  )内は寄与度、％）

2021年 2022年 2020年度 2021年度 2021年

（令和３年）（令和４年）（令和２年度）（令和３年度）10－12月 １－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 （寄与度） （実額）

0.7 0.2 1.0 ▲ 0.8 1.2 － －

0.5 0.9 1.5 1.1 1.6 － －

549.4 556.4 537.6 550.6 551.5 552.8 558.6 554.2 － － 560.6 

(2.2) (4.6) (▲ 3.8) (3.6) (1.5) (1.2) (2.0) (1.0) 0.4 (0.4) 585.2 

(1.3) (4.2) (▲ 4.4) (2.8) (1.8) (1.0) (1.9) (0.7) 0.2 (0.1) 432.5 

民 間 最 終 消 費 支 出 1.0 4.9 ▲ 5.1 2.7 3.2 0.5 2.5 0.4 1.2 (0.6) 313.6 

民 間 住 宅 4.0 1.9 ▲ 7.1 6.3 1.0 ▲ 0.3 ▲ 0.4 0.0 0.2 (0.0) 21.2 

民 間 企 業 設 備 2.4 5.9 ▲ 6.1 4.7 1.5 0.6 3.7 2.6 0.4 (0.1) 97.1 

民 間 在 庫 変 動 (0.3) (0.5) (▲ 0.3) (0.4) (▲ 0.1) (0.7) (▲ 0.1) (0.0) － (▲ 0.6) 0.6 

(0.9) (0.5) (0.6) (0.8) (▲ 0.3) (0.1) (0.1) (0.3) 1.0 (0.3) 152.8 

政 府 最 終 消 費 支 出 4.0 3.0 1.8 4.5 ▲ 1.1 1.2 0.1 1.6 0.5 (0.1) 122.7 

公 的 固 定 資 本 形 成 0.4 ▲ 2.7 5.3 ▲ 3.3 ▲ 2.1 ▲ 2.1 2.2 1.6 0.3 (0.0) 30.1 

(▲ 0.3) (▲ 3.4) (0.3) (▲ 1.2) (▲ 0.8) (▲ 0.9) (▲ 0.9) (▲ 1.8) － (0.7) ▲ 24.6 

財貨・サービスの輸出 19.3 19.8 ▲ 11.8 22.8 3.2 4.2 8.3 5.7 1.7 (0.4) 127.1 

財貨・サービスの輸入 20.7 37.2 ▲ 13.2 30.1 7.4 8.4 11.7 12.2 ▲ 1.3 (0.3) 151.7 

1.6 0.8 ▲ 3.1 2.0 0.8 ▲ 0.4 1.1 ▲ 0.7 1.6 － －

▲ 0.4 0.7 ▲ 0.1 ▲ 0.5 1.1 － －

▲ 0.3 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.4 1.2 － －
▲ 0.2 

1.3 

（前年同期比）

1.9 

民 間 需 要

（前年同期比）

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

最 終 需 要

公 的 需 要

国 内 需 要

名目国内総支出(ＧＤＰ)

財貨・サービスの純輸出

（実額）

0.7 0.2 

▲ 3.5 

▲ 0.1 

2022年

2.4 

（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。

体系基準年（名目値のベンチマークとなる年）：2015年
基準年（デフレーターにおける指数算式のウェイト統合の基準となる年）：前暦年
実額は季節調整系列（単位：兆円）



（参考）経済見通し等

2021年度 2022年度 2023年度

（令和３年度） (令和４年度) (令和５年度)

実績（％） 実績見込み（％程度） 見通し（％程度）

2.5 1.7 1.5 

(1.8) (2.3) (1.6)

(1.4) (2.3) (2.1)

民 間 最 終 消 費 支 出 1.5 2.8 2.2 

民 間 住 宅 ▲ 1.1 ▲ 4.0 1.1 

民 間 企 業 設 備 2.1 4.3 5.0 

(0.4) (▲ 0.0) (▲ 0.5)

政 府 最 終 消 費 支 出 3.4 1.0 ▲ 2.3 

公 的 固 定 資 本 形 成 ▲ 6.4 ▲ 4.3 ▲ 0.5 

(0.8) (▲ 0.5) (▲ 0.1)

財貨・サービスの輸出 12.3 4.7 2.4 

（控除）財貨・サービスの輸入 7.1 6.9 2.5 

2.4 1.8 2.1 

▲ 0.1 0.0 0.6 

0.1 3.0 1.7 消 費 者 物 価 上 昇 率

民 間 需 要

公 的 需 要

財貨・サービスの純輸出

（ (  )内は寄与度 ）

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

名 目 国 内 総 生 産

実 質 国 内 総 生 産

国 内 需 要

（備考）内閣府「令和５年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」により作成。
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実質・名目ＧＤＰの推移（兆円）

実質ＧＤＰ
547兆円

（22年10－12月期）

（期）
（年）

実質ＧＤＰ成長率（前期比年率）

22年４－６月期：＋ 4.7％

22年７－９月期：▲ 1.1％

22年10－12月期：＋ 0.1％

名目ＧＤＰ
561兆円

（22年10－12月期）

名目ＧＤＰ成長率（前期比年率）

22年４－６月期：＋ 4.3％

22年７－９月期：▲ 3.2％

22年10－12月期：＋ 4.7％

（備考）上図：内閣府「国民経済計算」により作成。

値は「2022 年10－12月期四半期別ＧＤＰ速報（２次速報値）」による。

下図：内閣府「2022 年10－12月期四半期別ＧＤＰ速報（２次速報値）」等に基づく内閣府試算値。
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（％）

（期）
（年）

ＧＤＰギャップ

ＧＤＰギャップ

22年４－６月期： ▲ 1.5％

22年７－９月期： ▲ 1.9％

22年10－12月期： ▲ 2.0％



２．個人消費
　個人消費は、緩やかに持ち直している。

（金額等） （前年同期比（％）、[　]内は暦年前年比（％）、（　）内は季調済前期比（％）、<　>は季調済前月差（ポイント））

[2022年] [2021年] [2022年] 2022年 2023年 2022年 2023年

[0.5] [2.1]

1.7 ―　 

[▲0.1] [▲1.7] (▲0.2) (▲0.6) ―　 (▲0.3) (▲0.7) (0.3) ―   

▲0.4 ―　 ▲1.9 ▲1.5 ―　 ▲0.8 ▲3.7 ▲3.4 ―   

[0.7] [1.8] (0.2) (0.4) ― 　 (0.0) (▲0.4) (▲0.3) ―   

1.0 ―　 1.6 2.9 ―　 3.9 1.3 0.5 ―   

[0.7] [1.2] (▲1.6) (0.4) ―　 (▲1.4) (2.7) (▲2.4) ―   

1.6 ―　 3.6 ▲0.5 ―　 ▲1.3 ▲0.3 1.6 ―   

[0.4] [1.4] (▲1.0) (1.0) ―　 (0.0) (▲0.1) (0.2) ―   

1.2 ―　 3.2 0.4 ―　 0.5 1.3 2.0 ―   

[154.4兆円] [1.9] [2.6] (1.3) (1.2) ―   (0.3) (0.8) (2.1) ―   

150.6兆円 1.8 ―   3.7 3.6 ―   3.8 5.0 7.3 ―   

百 貨 店 販 売 額 [5.5兆円] [4.5] [12.3] (3.2) (2.3) ―   (0.5) (▲4.5) (6.0) ―   

(全店、名目) 5.0兆円 8.9 ―   16.6 5.8 ―   3.7 14.4 18.8 ―   

ス ー パ ー 販 売 額 [15.2兆円] [▲0.3] [1.0] (1.1) (1.8) ―   (0.2) (0.3) (▲0.3) ―   

(全店、名目) 15.0兆円 ▲0.3 ―   0.4 3.3 ―   4.2 2.5 1.1 ―   

ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ﾆ ｴ ﾝ ｽ ｽ ﾄ ｱ 販 売 額 [12.2兆円] [1.3] [3.8] (▲0.2) (4.5) ―   (▲0.1) (▲0.4) (0.8) ―   

(全店、名目) 11.8兆円 2.4 ―   3.7 6.0 ―   3.9 4.1 6.2 ―   

機 械 器 具 小 売 業 販 売 額 [9.7兆円] [0.7] [▲2.9] (▲2.7) (▲1.1) ―   (▲2.2) (4.1) (1.2) ―   

9.9兆円 ▲3.7 ―   ▲3.1 ▲2.6 ―   ▲3.7 ▲3.3 1.4 ―   

[344.8万台] [▲3.5] [▲6.2] (2.1) (4.3) (8.2) (0.8) (10.8) (0.2) (▲3.8)

346.8万台 ▲10.1 4.2 2.1 10.7 16.7 1.5 17.4 22.9 12.1

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、「消費動向調査」、総務省「労働力調査（基本集計）」、「家計調査」、「消費動向指数（CTI）」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、経済産業省「商業動態統計」、日本自動車販売協会連合会、

　　　　　　全国軽自動車協会連合会により作成。Ｐは速報値。なお、総雇用者所得は内閣府推計値。新車販売台数の季節調整は内閣府による。

　　　　２．名目総雇用者所得は、毎月勤労統計調査の現金給与総額に、労働力調査の非農林業雇用者数を乗じることで作成。実質総雇用者所得は、名目総雇用者所得を、国民経済計算における家計最終消費支出デフレーター

　　　　　　（除く持ち家の帰属家賃）（月次の値は消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合））で除することにより作成。

　　　　３．総消費動向指数の年度、総雇用者所得の暦年、年度及び四半期の数値については、当該期間の単純平均により算出したもの。

　　　　４．2022年の名目消費支出は290,865円(月平均)。家計調査の実質消費支出（除く住居等）は、二人以上の世帯の消費支出から「住居」、「自動車等購入」、「贈与金」、「仕送り金」を除いた値。

　　　　５. 小売業、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、機械器具小売業の販売額は商業動態統計（経済産業省）により作成。

　

1月 2月 3月

実 質 総 消 費 動 向 指 数 ―   (0.1) (0.4)

2021年度 2021年度 2022年度 ７－９月 10－12月

(0.1) (0.2)

実 質 総 雇 用 者 所 得 ―   

１－３月 12月

― 　 (▲0.1) ―   

名 目 総 雇 用 者 所 得 ―   

消 費 者 態 度 指 数 ―   ―   ―   ―    ―   <2.6><1.3> <0.3>

家
計
調
査

実 質 消 費 支 出 ―   

実 質 消 費 支 出
―   

(除く住居等)

<0.0>―   

(乗用車、軽を含む)

販
売
側
統
計

小 売 業 販 売 額

（商業動態統計、名目）

新車販売台数（登録・届出）
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消費者態度指数（前月差） ３月 ＋2.6
平均消費性向（３ＭＡ） ２月 64.3％
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新車販売台数（含軽）と機械器具小売業販売額
(万台)

新車販売台数

機械器具小売業販売額
（家電等、目盛右）

(2020年＝100)

新車 ３月 ▲ 3.8％

機械器具 ２月 ＋ 1.2％
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(年)
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外食売上高と宿泊業売上高

外食売上高

(2015年＝100)

外食 ２月 ＋1.3％
宿泊業 １月 ▲8.0％

(月)
(年)

宿泊業売上高

（備考）上図：新車販売台数は、日本自動車販売協会連合会及び全国軽自動車協会連合会により作成。
内閣府による季節調整値。ナンバーベース。機械器具小売業販売額は、経済産業省
「商業動態統計」により作成。季節調整値。

下図：外食売上高は、日本フードサービス協会「外食産業市場動向調査」により作成。内閣府
による季節調整値。宿泊業売上高は、総務省「サービス産業動向調査」（2013年１月
からの調査結果）により作成。2022年11月以降は速報値。内閣府による季節調整値。
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実質総消費動向指数と実質総雇用者所得
(2015年＝100)

実質総消費動向指数 ２月 ＋0.2％（３ＭＡ ＋0.0％）

実質総雇用者所得 ２月 ＋0.3％（３ＭＡ ▲0.3％）

実質総消費動向指数

実質総雇用者所得

(月)
(年)

（備考）上図：内閣府「総雇用者所得」、総務省「消費動向指数（CTI）」により作成。実質季節調整値。
下図：内閣府「消費動向調査」、総務省「家計調査」により作成。

平均消費性向（季節調整値、二人以上の世帯のうち勤労者世帯）は後方３か月移動
平均値。変動調整前の値を用いている。
消費者態度指数（季節調整値、二人以上の世帯）は、2013年４月より訪問留置調査
から郵送調査に調査方法を変更。また、2018年10月より郵送・オンライン併用調査
を開始。なお、2013年４月に調査方法等を変更した際に数値の不連続が生じている。



（前年同期比、（　）内は季調済前期比、％）

［2021年］ 2021年度 2022年度
2021年度 下期 上期 ４－６月期
[▲ 0.2] [6.1] (0.2) (4.7) (2.3) (0.5)

3.4 － 3.0 4.6 9.8 7.7 
[0.3] [8.1] (1.7) (7.9) (▲ 3.7) (0.4)
4.1 － 5.9 13.7 8.2 6.0 

[▲ 0.5] [5.0] (▲ 0.6) (2.9) (5.6) (0.5)
3.0 － 1.6 ▲ 0.0 10.7 8.6 

[▲ 3.7] [4.7] (▲ 0.7) (7.8) (▲ 4.1) (1.5)
0.7 － 2.2 8.9 5.2 4.2 

[11.5] [10.0] (2.7) (▲ 4.2) (22.9) (▲ 2.2)
12.0 － 6.1 ▲ 5.7 22.9 17.3 

（備考）１．年・年度及び半期の伸び率、大中堅企業・中小企業の季調済前期比は内閣府試算値。実額はそれぞれの系列ごとに四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

　　　　２．ソフトウェア投資を含む。
（前年同期（月）比、（　）内は季調済前期（月）比、％）

［2021年］ 2022年 2022年
2021年度 ４－６月 ７－９月 12月

[13.2] [5.6] (1.3) (13.1) (▲ 6.9) (1.9) (▲ 7.9) (2.7)
12.8 － ▲ 0.8 12.9 5.7 3.6 ▲ 3.2 3.7 

[11.3] [4.6] (▲ 2.1) (5.0) (▲ 4.5) (1.6) (3.5) P (0.9)
12.4 － 2.1 7.2 1.0 ▲ 2.2 ▲ 9.6 P 3.8 
[6.8] [5.2] (6.7) (▲ 1.6) (▲ 4.7) (0.3) (9.5) (▲ 4.5)
9.3 － 10.8 7.9 ▲ 3.6 ▲ 6.6 4.5 9.8 

[12.2] [4.3] (41.2) (▲ 3.4) (▲ 13.2) (0.1) (10.1) (▲ 13.3)
9.5 － 11.0 34.9 ▲ 15.1 ▲ 18.0 36.5 3.6 

（備考）１．Ｐは速報値。

　　　　２．建築着工工事費予定額（民間非居住用）は、建築着工統計調査報告（国土交通省）を基に内閣府で試算したものである。なお、季節性がないため、（ ）内は原数値の前期（月）比としている。

主要機関の設備投資アンケート調査結果 （前年度比、％）

2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2023年度 2021年度 2021年度 2023年度
11.0 4.4 13.5 3.2 5.6 ▲ 3.8 10.8 9.1 
11.5 4.7 14.4 3.4 5.6 ▲ 2.7 － 9.4 
13.2 4.6 13.9 3.2 5.4 3.5 16.3 20.1 
8.6 4.3 13.0 3.1 5.7 ▲ 7.2 3.2 2.9 
9.3 4.8 15.1 3.7 5.7 ▲ 6.3 － 3.3 

電力 3.5 0.3 2.8 ▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 10.9 － ▲ 6.0 

（備考）１．日本銀行はソフトウェア・研究開発を含む設備投資額（除く土地投資額）。日本銀行の電力は電気・ガス。回答社数は対象企業数。2010年度からリース会計対応ベース。

　　　　２．日本経済新聞の調査は連結ベースで、海外で行う設備投資も含む。

　　　　３．内閣府・財務省はソフトウェア投資を含む設備投資額（除く土地購入額）。内閣府・財務省の電力は、電気・ガス・水道。

11,007回答社数 9,199 1,814 4,823 1,758 950

調査時点 2023年２月～３月 2022年６月 2022年10月 2023年２月
発表時期 2023年４月 2022年８月 2022年12月 2023年３月

（除く電力） ▲ 3.9 21.9 － 4.4 
▲ 2.0 49.5 － 10.4 

製造業 8.8 30.7 28.2 16.3 
非製造業 ▲ 3.9 24.8 20.6 4.7 

全産業 1.0 26.8 25.1 8.6 
（除く電力） 1.0 25.2 － 8.5 

上場企業、資本金１億円
以上の有力企業

資本金1000万円以上

年度 2022年度 2022年度 2022年度 2022年度

調査名 全国企業短期経済観測調査 全国設備投資計画調査 設備投資動向調査 法人企業景気予測調査

調査対象企業 全規模 大企業 中小企業 資本金10億円以上

機関名 日本銀行 日本政策投資銀行 日本経済新聞社 内閣府・財務省

（船舶・電力を除く民需） － (2.9)
建築着工　工事費予定額 ［10.2兆円］

（民間非居住用） －

機械受注 ［10.7兆円］ １－３月期見通し

資本財出荷指数
－

（除く輸送機械）

2022年度実額 2022年度 10－12月 １月 ２月

資本財総供給指数
－

（除く輸送機械）

中小企業
［13.2兆円］

9.2 8.3 －

［2022年実額］ ［2022年］ 2023年

非製造業
［32.6兆円］

2.6 5.5 －

大中堅企業
［36.8兆円］

1.9 6.9 －

全産業
［50.0兆円］

3.6 7.3 －

製造業
［17.3兆円］

5.5 10.7 －

３．民間設備投資
　設備投資は、持ち直している。

法人企業統計季報
［2022年実額］ ［2022年］ 2022年
2022年度実額 2022年度 １－３月期 ７－９月期 10－12月期
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（備考）１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
２．2022年３月調査において、調査対象企業の見直しが実施されているため、

2021年度のグラフが不連続となっている。
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（2015年＝100)

（備考）１．経済産業省「鉱工業総供給表」、内閣府「機械受注統計」により作成。

２．太線は後方３か月移動平均。

（月）
（年）

（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。

２．製造業と非製造業はソフトウェア除く設備投資(当期末)、季節調整値。

ソフトウェア投資は季節調整値。
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４．住宅建設
　  　住宅建設は、底堅い動きとなっている。

（前年同期（月）比、［　］内は暦年前年比、（　）内は季調済前期（月）比、％）

[ 2021年 ] [ 2022年 ] 2022年 2022年 2023年

2020年度 2021年度 ４－６月 ７－９月 10－12月 12月 １月 ２月

[ 85.6 ] [ 86.0 ]
(万戸) 81.2 86.6 85.3 86.3 85.1 84.6 89.3 85.9

[ 5.0 ] [ 0.4 ] （ ▲ 2.1 ） （ 1.2 ） （ ▲ 1.3 ） （ 0.5 ） （ 5.5 ） （ ▲ 3.8 ）
▲ 8.1 6.6 ▲ 1.3 0.0 ▲ 1.6 ▲ 1.7 6.6 ▲ 0.3

建築主が民間　　　　　 [ 5.2 ] [ 0.5 ] （ ▲ 2.1 ） （ 1.2 ） （ ▲ 1.4 ） （ 1.1 ） （ 6.1 ） （ ▲ 3.8 ）
▲ 7.9 6.6 ▲ 0.9 0.2 ▲ 2.0 ▲ 1.4 7.2 ▲ 0.1

持　　　家　　　　　　 [ 9.4 ] [ ▲ 11.3 ] （ ▲ 1.7 ） （ ▲ 2.0 ） （ ▲ 3.9 ） （ 0.7 ） （ ▲ 0.8 ） （ 3.6 ）
▲ 7.1 6.9 ▲ 8.9 ▲ 12.8 ▲ 15.7 ▲ 13.0 ▲ 8.3 ▲ 4.6

貸　　　家　　　　　　 [ 4.8 ] [ 7.4 ] （ ▲ 2.6 ） （ 1.7 ） （ 1.2 ） （ ▲ 1.0 ） （ 0.1 ） （ 1.0 ）
▲ 9.4 9.2 2.5 6.3 8.4 6.4 4.2 4.7

分　　　譲　　　　　　 [ 1.5 ] [ 4.7 ] （ ▲ 2.1 ） （ 3.2 ） （ ▲ 2.3 ） （ 1.9 ） （ 20.0 ） （ ▲ 15.1 ）
▲ 7.9 3.9 2.7 7.1 1.8 1.4 25.0 ▲ 1.8

一戸建て　　　　  　 [ 7.8 ] [ 3.5 ] （ ▲ 0.5 ） （ 2.0 ） （ ▲ 3.6 ） （ ▲ 2.4 ） （ ▲ 1.6 ） （ 2.5 ）
▲ 11.6 11.4 2.9 4.4 ▲ 1.9 ▲ 6.0 ▲ 3.9 ▲ 3.5

マンション　　　　 　 [ ▲ 6.1 ] [ 6.4 ] （ ▲ 4.3 ） （ 5.0 ） （ ▲ 0.6 ） （ 7.6 ） （ 46.2 ） （ ▲ 29.6 ）
▲ 3.2 ▲ 5.0 2.4 11.0 7.5 14.5 70.0 0.2

着工床面積　　　　　　　　 [ 6.3 ] [ ▲ 2.3 ] （ ▲ 2.2 ） （ 0.1 ） （ ▲ 2.4 ） （ ▲ 1.2 ） （ 6.4 ） （ ▲ 1.9 ）
▲ 9.3 7.3 ▲ 2.6 ▲ 3.2 ▲ 5.9 ▲ 6.6 2.2 ▲ 1.5

建築主が民間　　　　　 [ 6.5 ] [ ▲ 2.3 ] （ ▲ 2.3 ） （ 0.1 ） （ ▲ 2.4 ） （ ▲ 0.8 ） （ 6.7 ） （ ▲ 1.9 ）
　 ▲ 9.2 7.4 ▲ 2.5 ▲ 3.1 ▲ 6.1 ▲ 6.4 2.6 ▲ 1.4

工事費予定額平米単価　(万円) [ 20.1 ] [ 21.0 ]
　(万円) 20.1 20.3 20.7 21.1 21.3 21.2 22.9 21.9

[ 0.4 ] [ 4.4 ]
　 0.5 1.0 3.3 5.3 5.3 4.9 6.2 4.9

(備考)　１．国土交通省「建築着工統計」により作成。

　　　　２．「建築主が民間」とは、建築主別の「会社」、「会社でない団体」、「個人」の合計を、内閣府において季節調整したものである。

　　　　３．「一戸建て」には長屋建てを含む。「マンション」は建て方が共同住宅のものである。

　　　　４．「工事費予定額平米単価」は、「居住専用＋居住産業併用×０．７」の工事費予定額、着工床面積により算出した。

新設住宅着工戸数　　(万戸)



0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 1 7 13

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

首都圏のマンション総販売戸数（季節調整値）

(月)

(年)

(千戸)

(前月比)３月 ＋15.9%

　　　　３MA ▲0.6%

（備考）１．国土交通省「建築着工統計」、（一社）住宅生産団体連合会「経営者の住宅景況感調査」、（株）不動産経済研究所資料により作成。太線は後方３か月移動平均。

２．住宅景況判断指数（受注戸数）は、住宅生産団体連合会の企業会員等18社の経営者を対象に、受注戸数の前年同期比（実績）について「10％程度以上良い」から「10％程度以上悪い」の

５段階の評価に応じた評点により加重平均して算出した値（-100～+100）。

３．首都圏のマンション総販売戸数は内閣府による季節調整値。
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５．公共投資

      公共投資は、底堅く推移している。

[2021年]
2021年度

[2022年]
2022年度

2022年10-12月 2023年1-3月 2022年12月 2023年１月 ２月 ３月

[▲ 1.6] [▲ 1.4] (5.0) － (10.0) (▲ 3.8) (52.5) －
 ▲ 7.1 －     13.0 －     19.4     13.9     80.1 －
 [  7.4] [▲ 12.1] (▲ 12.3) － (▲ 1.4) (3.6) (66.7) －
 ▲ 14.2 －     6.1 －     12.9  ▲ 15.2     119.8 －
[▲ 7.2] [▲ 4.7] (▲ 6.3) (21.8) (0.9) (0.9) (51.7) (▲ 22.8)
 ▲ 8.6  ▲ 0.4  ▲ 5.4     14.7  ▲ 8.4  ▲ 2.3     52.2     5.5 
[▲ 0.9] [▲ 4.1] (▲ 1.3) － (0.2) (2.1) (0.5) －
 ▲ 5.6 －     1.8 －     3.4     6.8     8.4 －
 [   0.4] [▲ 2.7] (0.3) －
 ▲ 3.3 －     1.9 －

（参考）
①国の公共事業関係費（一般会計）

2020 2021 2022 2023
60,549 60,574

 [60,695]  [60,575]
 ▲ 0.8  ▲ 11.5 0.0     0.0 

（億円） 92,692 80,518 80,531 －
9.4  ▲ 13.0     0.0 －

②地方の普通建設事業費 （前年度比、％）

2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度
 ▲ 10.9     0.6  ▲ 12.0     1.4  ▲ 12.9     2.4 
 ▲ 18.1  ▲ 1.1  ▲ 16.6  ▲ 1.5  ▲ 16.5     2.8 
 ▲ 0.9     1.8  ▲ 5.8     4.2  ▲ 8.7     1.9 

60,600

一般会計、当初予算。
都道府県、政令指定都市の合
計。骨格予算・暫定予算を編
成した自治体を除いて集計。

都道府県及び政令指定都市の
単純合計。骨格予算・暫定予
算を編成した自治体を除いて
集計。

都道府県、全市及び特別区の
単純合計。骨格予算・暫定予
算を編成した自治体を除いて
集計。

一般会計、当初予算。

（当初予算）
日経グローカル総 務 省 時事通信社

（当初予算）

68,571

（前年同期（月）比、[　]内は暦年前年比、（　）内は季調済前期（月）比、％）

公 共 工 事 受 注 額

公 共 工 事 受 注 額
（ 大 手 50 社 ）

公 共 工 事 請 負 金 額

公 共 工 事 出 来 高

（ 名 目 ）
公 的 固 定 資 本 形 成

年　　　度

当初予算
（前年度比、％）

（億円）

調査対象

普通会計、当初予算。

区　　　分 （当初予算）
年　　　度

普通建設事業費

補正後予算
（前年度比、％）

調査機関

　うち補助事業費
　うち単独事業費

（備考）１．財務省予算関係資料、総務省地方財政審議会資料、（株）時事通信社調査、（株）日本経済新聞社「日経グローカル」調査などにより作成。

２．①の2021年度と2022年度における［ ］内は、デジタル庁一括計上に伴う組替え前の計数。2020年度の当初予算は「臨時・特別の措置」分を含む。

３．②の日経グローカルのうち補助事業費、単独事業費は未回答の自治体を除き算出。

（備考）１．内閣府「四半期別GDP速報」、国土交通省「建設工事受注動態統計調査」・「建設総合統計」、北海道、東日本、西日本の三保証株式会社「公共工事前払金保証統計」により作成。

２．公共工事受注額は、「建設工事受注動態統計調査」における１件500万円以上の工事。

３．「建設工事受注動態統計調査」（大手50社除く）は、2021年４月分から推計方法を変更したため、2021年３月までの数値と４月以降の数値は推計方法が異なる。

なお、2021年（度）の前年（度）比は、新推計方法に基づき参考値として再集計した前年（度）の額に対する比。

４．公共工事受注額、公共工事請負金額、公共工事出来高は、内閣府で季節調整を行っている。
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（兆円）

(月)

(年)

公共工事出来高（金額・季節調整値）

２月 ＋ 0.5％

３MA   ＋ 1.0％

（備考）

左上図：国土交通省「建設総合統計」により作成。内閣府で季節調整。点線は後方３か月移動平均。

左下図：東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。内閣府で季節調整。

点線は後方３か月移動平均。

（備考）

右上図：国土交通省「建設総合統計」により作成。内閣府で季節調整。点線は後方３か月移動平均。

右下図：東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。
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公共工事手持ち工事高（金額・季節調整値）

２月 ＋ 5.6％

３MA   ＋ 2.6％

2022年度



６．輸出・輸入・国際収支

[12.0] [▲1.9] ( ▲ 3.0) P ( ▲ 4.2) ( ▲ 2.7) ( 2.6) P ( ▲ 0.7)

[5.1] [▲0.3] ( ▲ 2.3) P ( ▲ 2.1) ( 3.2) P ( ▲ 7.2) P ( 6.1)

[▲24,834] [▲211,638]

▲64,202 ―

[17,623] [▲157,436]

▲15,432 ―

[263,788] [351,857]

290,083 ―

[215,363] [115,466]

201,522 ―

[168,376] [64,922]

180,787 ―

地域別輸出入数量指数

―

18,711 P 32,921 ―

P 10,892 ―

金 融 収 支 (億円）（原数値） ▲ 1,248 ― P

28,595 P 31,143

経 常 収 支 (億円） 25,845 ―

第 一 次 所 得 収 支（億円） 94,890 ― P

2,036P

貿易・サービス収支(億円） ▲ 61,817 ― P

▲ 7.8 P ▲ 2.6▲ 2.3 P▲ 2.1 P ▲ 4.1

▲ 22,519

▲ 10.9 ▲ 7.8

輸入数量
3.8 P ▲1.6

P

―

P ▲ 15,878 ―

P

▲ 3.7 P ▲ 8.8 ▲ 8.1

貿 易 収 支（億円） ▲ 51,596 ― ▲ 16,959 P ▲ 10,984

[2021年] [2022年] 2023年
1月 2月1-3月

2023年2022年

  　輸出は、弱含んでいる。

　  輸入は、おおむね横ばいとなっている。

  　貿易・サービス収支は、赤字となっている。

2021年度 2022年度

輸出数量
10.3 P 3.9

3月10-12月

（前年同期（月）比、[ ]内は暦年前年比、（ ）内は季節調整済前期（月）比、％、Ｐは速報値）
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全体

ＥＵ
（9.5％）アメリカ

（18.6％）
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（56.4％)

（2015年＝100）

（月）
（年）

①輸出
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アメリカ
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アジア
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（2015年＝100）

（月）
（年）

②輸入

(備考） 財務省｢貿易統計｣により作成。内閣府による季節調整値。括弧内は2022年の金額ウェイト。なお、ＥＵは27か国ベース。

3月 ▲0.7％
３ＭＡ ▲0.3％

全体
3月 ▲0.9％

３ＭＡ ▲0.3％

アメリカ
3月 ▲2.8％

３ＭＡ ▲3.8％

ＥＵ
3月 ▲5.4％

３ＭＡ ▲0.1％

アジア
3月 ＋6.1％

３ＭＡ ＋0.6％

全体
3月 ＋17.5％

３ＭＡ ＋5.2％

アメリカ
3月 ＋3.5％

３ＭＡ ▲3.9％

ＥＵ
3月 ＋11.7％

３ＭＡ ＋3.0％

アジア



品目別輸出入数量指数

経常収支 サービス収支
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一般機械
（19.3％）

輸送用機器
（19.4％）

電気機器
(17.7％)

化学製品
（12.0％)

（2015年＝100）

（月）
（年）

①輸出
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（兆円）

第一次所得収支 貿易収支

経常収支

（月）
（年）

サービス収支
第二次所得収支

貿易・サービス収支
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-8,000
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-4,000

-2,000
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（億円）

旅行収支

輸送収支

その他サービス収支
（知的財産権等使用料を除く） サービス収支

その他サービス収支のうち、

知的財産権等使用料の収支

（月）
（年）

（備考）財務省｢貿易統計｣により作成。内閣府による季節調整値。括弧内は2022年の金額ウェイト。

(備考） １．財務省・日本銀行「国際収支統計」により作成。財務省・日本銀行による季節調整値。知的財産権等使用料の収支及びその他サービス収支（知的財産権等使用料を除く）は、内閣府による季節調整値。

２．積上げは単月の値。折線は後方３か月移動平均の値。
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鉱物性燃料
（28.4％）

電気機器
（14.6％)

化学製品
（11.3％)

（2015年＝100）

（月）
（年）

食料品
（8.0％）

②輸入

2月 ▲4.4％

一般機械

2月 ＋3.0％

電気機器

2月 ＋5.4％

輸送用機器

2月 ＋9.4％

化学製品

2月 ▲0.4％

食料品

貿サ収支（億円）

2月 ▲15,878

３ＭＡ ▲18,927

サービス収支

（億円）

2月 ▲4,895

３ＭＡ ▲4,397

貿易収支（億円）

2月 ▲10,984

３ＭＡ ▲14,530

2月 ▲7.3％

鉱物性燃料

2月 ▲14.2％

化学製品

2月 ▲1.3％

電気機器


